
   

 

地方税法等の一部改正に伴う市税条例の改正の概要 

（令和３年６月１４日条例第４号） 

 

  令和３年度税制改正に伴う地方税法等の一部改正に伴い，市税条例の規定整備を行いました。 

 改正の概要は以下のとおりです。 

 

１ 条例改正の概要 

⑴ 個人の市民税 

  ア 均等割の非課税及び減免における扶養親族（国外居住親族）の取扱いの見直し 

    均等割の非課税及び減免における扶養親族について，扶養控除の取扱いの見直しを踏ま

え，年齢１６歳未満の者及び扶養控除の対象となる扶養親族（１６歳以上の扶養親族のう

ち，原則として３０歳以上７０歳未満の国外居住親族を除く。）に限ることとする。（第１

７条の３関係） 

 

   ＜参考＞扶養控除における国外居住親族の取扱いの見直し（令和 2 年度税制改正，令和 6 年 1 月 1 日施行） 

    ① ３０歳以上７０歳未満の国外居住親族は，原則として扶養控除の適用対象外とする。 

    ② ただし，以下の者は扶養控除の適用対象とできることとする。 

     ・ 留学ビザのコピーを提出した者 

     ・ 障害者控除を受けている者 

     ・ 送金関係書類において３８万円以上の送金等が確認できる者 

 

   ＜参考＞今回の見直しの対象となる措置 

対象となる措置 軽減割合 所得要件 

均等割の非課税 

（第１７条の３） 

非課税（課税

されない） 

合計所得金額≦35 万円×世帯人数※１＋10 万円＋21

万円※２ 

※１ 世帯人員数は，本人のほか，同一生計配偶者及び扶

養親族（以下「扶養親族等」という。）の合計数 

※２ 加算額は，扶養親族等を有する場合のみ加算  

失業者に 

対する減免 

（第３５条１項２号） 

全部 
総所得金額等の合計額≦110万円＋30万円×扶養親

族等の数 

5割 
総所得金額等の合計額≦160万円＋30万円×扶養親

族等の数 

障害者，寡婦，ひと

り親，被爆者に対す

る減免 

（第３５条２項１号） 

5割 
総所得金額等の合計額≦145万円＋30万円×扶養親

族等の数 
 

 

 

 

 

 

 

 



  

  イ 特定管理株式等が価値を失った場合の株式等に係る譲渡所得等の課税の特例の見直し 

    特定管理株式等が価値を失った場合の株式等に係る譲渡所得等の課税の特例※１につい 

て，特定保有株式※２を適用対象から除外する。（附則第１９条の２の３関係） 

 

※１ 特定管理株式（特定口座で管理されていた上場株式等で，上場株式等に該当しないこととなった

日以後引き続き当該特定口座を開設する証券会社等に開設される特定管理口座において保管の委託 

がされている株式）等が当該特定管理株式の発行会社の清算結了等により価値を失った場合に，そ

の無価値化による損失を株式等の譲渡損失とみなすという措置。 

    ※２ 平成２１年１月４日において特定管理株式であった株式で，同月５日に株券の電子化の対象外で

あったことから特定管理口座から払い出されたもののうち，同日以後に当該株式と同一銘柄の株式

を売買していないことが証明されたもの。 

 

ウ 住宅ローン控除の延長等の見直し 

所得税における住宅ローン控除の見直し（控除期間を１３年間とする特例の適用期限の 

延長等）の対象者について，適用年の各年において，住宅ローン控除可能額のうち所得税 

額から控除しきれない額を，現行制度と同じ控除限度額の範囲内で個人市民税額から控除 

する。（附則第３２条関係） 

 

    ＜参考＞所得税における措置 

    ・ 控除期間１３年間の特例について延長し，一定の期間※１に契約した場合，令和４年

末まで※２の入居者を対象とする。 

     ※１ 新築        ⇒令和２年１０月１日から令和３年 ９月３０日まで 

        建売・中古・増改築等⇒令和２年１２月１日から令和３年１１月３０日まで 

     ※２ 現行要件：令和２年末まで（新型コロナウイルス感染症の影響により入居が遅

れた場合は令和３年末まで） 

    ・ 上記の延長分については，合計所得金額 1,000万円以下の者について床面積４０㎡

～５０㎡（現行要件：５０㎡以上）の住宅も対象とする特例措置を講ずる。 

 

⑵ 固定資産税 

 ア 土地に係る据置年度における下落修正措置の継続（令和４年度及び令和５年度） 

    地価が下落した土地について，修正前の価格を課税標準とすることが固定資産税の課税 

上著しく均衡を失すると認められる場合に，修正基準によって修正した価格を当該年度分 

の固定資産税の課税標準とする。（附則第８条の２，第１１条，第１１条の２関係） 

   （注）都市計画税においても同様に修正した価格が都市計画税の課税標準となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

  イ わがまち特例の一部廃止 

    国の示す割合を参酌して一定の範囲内において特例割合を条例で定める地域決定型地方 

税制特例措置（通称「わがまち特例」）が導入されていた次の課税標準の特例措置が適用 

期限の到来をもって廃止されることを受け，当該特例措置に係る規定を削除する。（附則 

第３４条関係） 

 

   ○ 生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置 

対象資産 

機械及び装置，工具，器具及び備品，建物附属設備，

一定の要件を満たす事業用家屋及び構築物 

※ 中小事業者等の認定先端設備等導入計画に位置付け

られたもの 

わがまち特例の内容 

最初の 3 年度分について，固定資産税の課税標準の特

例割合を，零以上 2 分の 1 以下の範囲内において市町村

の条例で定める割合とする。 

本市で定める特例割合  零 

適用期限  令和 5年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

⑶ 軽自動車税 

グリーン化特例（軽課）の見直し 

軽自動車税の種別割において講じている，燃費性能等の優れた軽自動車（新車に限る。） 

を取得した日の属する年度の翌年度分の税率を軽減する特例措置（通称「グリーン化特例（軽 

課）」）について，重点化等を行った上で２年間延長する。（附則第１６条の５関係） 

 

   ＜参考＞改正の概要（太枠内は改正箇所） 

改正前 改正後 

取得期間：平成 31 年 4 月 1日～ 

令和 3 年 3 月 31 日 

取得期間：令和 3 年 4 月 1 日～ 

令和 5 年 3 月 31 日 

軽課年度：取得の翌年度分のみ 軽課年度：取得の翌年度分のみ 

区  分 軽減率 区  分 軽減率 

自
家
用
乗
用
車 

電 気 自 動 車 

燃料電池自動車 

天然ガス自動車 

75％軽減 
自
家
用
乗
用
車 

電 気 自 動 車 

燃料電池自動車 

天然ガス自動車 

75％軽減 

令和 2年度（2020年度） 

基準＋30％達成 
50％軽減 

 
令和 2年度（2020年度） 

基準＋10％達成 
25％軽減 

営
業
用
乗
用
車 

電 気 自 動 車 

天然ガス自動車 
75％軽減 

営
業
用
乗
用
車 

電 気 自 動 車 

天然ガス自動車 
75％軽減 

令和 2年度（2020年度） 

基準＋30％達成 
50％軽減 

令和12年度（2030年度） 

基準 90％達成 
50％軽減 

令和 2年度（2020年度） 

基準＋10％達成 
25％軽減 

令和12年度（2030年度） 

基準 70％達成 
25％軽減 

軽
貨
物
自
動
車 

電 気 自 動 車 

天然ガス自動車 
75％軽減 

軽
貨
物
自
動
車 

電 気 自 動 車 

天然ガス自動車 
75％軽減 

平成 27 年度（2015 年度）

基準＋35％達成 
50％軽減 

 

平成 27 年度（2015 年度） 

基準＋15％達成 
25％軽減 

 

⑷ その他 

   その他必要な規定の整備を行う。 

 

３ 施行期日 

  上記１⑴アの改正は令和６年１月１日から，上記１⑵イの改正は令和５年４月１日から，そ

の他の改正は公布の日から施行する。 

 

 

 



  

（参照） 

   現行京都市市税条例（抄） 

（個人の均等割の非課税） 

第１７条の３ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち，当該年度の初

日の属する年の前年（以下この節において「前年」という。）の合計所得金額が３５０，０００

円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１００，０

００円を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有するときは，当該金額に２

１０，０００円を加算した金額）以下である者に対しては，均等割を課さない。 

   附 則 

（令和元年度又は令和２年度における土地の価格の特例） 

第８条の２ 本市の区域内の自然的及び社会的条件から見て類似の利用価値を有すると認められ

る地域において地価が下落し，かつ，市長が修正前の価格（法附則第１７条の２第１項に規定

する修正前の価格をいう。）を当該地域に所在する土地に対して課する当該年度分の固定資産税

の課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合における当該土

地に対して課する当該年度分の固定資産税の課税標準は，第４２条の規定にかかわらず，令和

元年度分又は令和２年度分の固定資産税に限り，法附則第１７条の２第１項に規定する修正価

格で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地で，

令和２年度分の固定資産税について前項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課す

る同年度分の固定資産税の課税標準は，第４２条の規定にかかわらず，法附則第１７条の２第

２項に規定する修正された価格で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

（通常市街化区域農地に対して課する令和元年度以降の各年度分の固定資産税の特例） 

第１１条 （前略） 

４ 令和元年度に係る賦課期日において第２項に規定する事情がある土地（第６項又は第７項に

規定する土地に該当するに至った場合における当該土地を除く。）に対する附則第８条の２の規

定の適用については，法附則第１７条の２第１項及び第２項並びに第１９条の２第４項に定め

るところによる。 

５ 令和元年度に係る賦課期日において第３項に規定する事情がある土地（次項又は第７項に規

定する土地に該当するに至った場合における当該土地を除く。）に対する附則第８条の２の規定

の適用については，法附則第１７条の２第１項及び第２項並びに第１９条の２第５項に定める

ところによる。 

６ 令和２年度に係る賦課期日において第２項に規定する事情がある土地に対する附則第８条の

２の規定の適用については，法附則第１７条の２第１項及び第２項並びに第１９条の２第６項

に定めるところによる。 

７ 令和２年度に係る賦課期日において第３項に規定する事情がある土地に対する附則第８条の

２の規定の適用については，法附則第１７条の２第１項及び第２項並びに第１９条の２第７項

に定めるところによる。 

（田園住居地域内市街化区域農地に対して課する令和元年度以降の各年度分の固定資産税の特例） 

第１１条の２ （前略） 

４ 令和元年度に係る賦課期日において第２項に規定する事情がある土地（次項又は第６項に規

定する土地に該当するに至った場合における当該土地を除く。）に対する附則第８条の２の規定

の適用については，法附則第１７条の２第１項及び第２項並びに第１９条の２の２第４項に定

めるところによる。 



   

５ 令和２年度に係る賦課期日において第２項に規定する事情がある土地に対する附則第８条の

２の規定の適用については，法附則第１７条の２第１項及び第２項並びに第１９条の２の２第

５項に定めるところによる。 

６ 令和２年度に係る賦課期日において第３項に規定する事情がある土地に対する附則第８条の

２の規定の適用については，法附則第１７条の２第１項及び第２項並びに第１９条の２の２第

６項に定めるところによる。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１６条の５ （前略） 

２ 法附則第３０条第２項に規定する３輪以上の軽自動車に対する第７０条の規定の適用につい

ては，当該軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該軽自動車が令和２年４月

１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽

自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

     第 70条第２号ウ（イ） 3,900円 1,000円 

   第 70条第２号ウ（ウ）a（a） 6,900円 1,800円 

   第 70条第２号ウ（ウ）a（b） 10,800円 2,700円 

   第 70条第２号ウ（ウ）b（a） 3,800円 1,000円 

   第 70条第２号ウ（ウ）b（b） 5,000円 1,300円 

３ 法附則第３０条第３項に規定するガソリン軽自動車のうち３輪以上のものに対する第７０条

の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り，

当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

     第 70条第２号ウ（イ） 3,900円 2,000円 

   第 70条第２号ウ（ウ）a（a） 6,900円 3,500円 

   第 70条第２号ウ（ウ）a（b） 10,800円 5,400円 

   第 70条第２号ウ（ウ）b（a） 3,800円 1,900円 

   第 70条第２号ウ（ウ）b（b） 5,000円 2,500円 

４ 法附則第３０条第４項に規定するガソリン軽自動車のうち３輪以上のものに対する第７０条

の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り，

当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

     第 70条第２号ウ（イ） 3,900円 3,000円 

   第 70条第２号ウ（ウ）a（a） 6,900円 5,200円 

   第 70条第２号ウ（ウ）a（b） 10,800円 8,100円 

   第 70条第２号ウ（ウ）b（a） 3,800円 2,900円 

   第 70条第２号ウ（ウ）b（b） 5,000円 3,800円 

（以下略） 



   

（特定管理株式等が価値を失った場合の株式等に係る譲渡所得等の課税の特例） 

第１９条の２の３ 所得割の納税義務者について，その有する租税特別措置法第３７条の１１の

２第１項に規定する特定管理株式等（以下この条において「特定管理株式等」という。），同項

に規定する特定保有株式(以下この条において「特定保有株式」という。)又は同項に規定する

特定口座内公社債（以下この条において「特定口座内公社債」という。）が株式又は同法第３７

条の１０第２項第７号に規定する公社債としての価値を失ったことによる損失が生じた場合と

して同法第３７条の１１の２第１項各号に掲げる事実が発生したときは，当該事実が発生した

ことは当該特定管理株式等，特定保有株式又は特定口座内公社債の譲渡をしたことと，当該損

失の金額として法附則第３５条の２の３第５項に規定する政令で定める金額は法附則第３５条

の２の６第１２項に規定する上場株式等の譲渡をしたことにより生じた損失の金額とそれぞれ

みなして，市民税に関する規定を適用する。 

（以下略） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第３２条 市民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例

法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第５条の３第１項の規定の適用につい

ては，同項中「令和１５年度」とあるのは，「令和１６年度」とする。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る先端設備等に該当する家屋及び構築物に対する固定資産税

の課税標準の特例） 

第３４条 法附則第６４条の規定の適用を受ける固定資産に対して課する固定資産税の課税標準

は，第４２条又は第４３条の規定にかかわらず，法附則第６４条に規定するところによる。こ

の場合において，同条に規定する条例で定める割合は，零とする。 

 


